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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第46期

中間連結会計期間
第47期

中間連結会計期間
第46期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (百万円) 7,335 6,711 14,126

経常利益 (百万円) 213 220 285

親会社株主に帰属する中間（当期）
純利益

(百万円) 157 83 80

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 66 124 △44

純資産額 (百万円) 5,246 5,207 5,134

総資産額 (百万円) 15,417 14,439 14,226

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 39.95 21.14 20.45

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 34.0 36.1 36.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △558 10 502

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △169 236 △356

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 751 △410 24

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,200 1,184 1,347
 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

（その他）

当中間連結会計期間において、当社の連結子会社であったマリンテック株式会社の株式の一部を売却したため、連

結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、国内需要において、政策的な賃上げへの取り組みや雇用・所得環

境の改善期待により、実質賃金の改善傾向および消費拡大への期待が高まりました。一方で、食品価格および輸入

価格の上昇が家計の実質的な購買力を圧迫するリスク要因となり、実質個人消費の伸びは緩やかにとどまりまし

た。また、天候不順や記録的な高温の影響により農産物価格が変動し、供給制約を通じて食品価格の上昇を後押し

する場面も見られ、家計にとっての負担増要因となりました。インバウンド需要については、円安を背景に回復傾

向が続き、訪日外国人消費がサービス業を中心に成長を支える動きが見られました。しかし、外需・企業活動の面

では、米国など海外の貿易・関税政策の影響が注視されており、輸出・設備投資・企業収益に対して先行きの不透

明感が高まっています。結果として、日本経済は全体として緩やかな回復基調で推移しました。

このような事業環境のなか、当社グループは、主要原材料や燃料費、輸送費、資材費などのコスト高騰が一段と

深刻化し、他社との販売競争も激しさを増す状況にあり、工場の生産効率の改善、販売戦略の見直し、販売価格の

改定などに取り組むことで、業績の向上を図ってまいりました。

その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高67億11百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益２億４百万円

（前年同期比20.1％増）、経常利益２億20百万円（前年同期比3.4％増）、親会社株主に帰属する中間純利益83百万

円（前年同期比47.0％減）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりです。

 

①水産事業

水産事業におきましては、インバウンド需要の拡大を背景に、外食および業務用向け関連商材の取引が活発に

推移しています。一方で、養殖在池尾数の減少や飼料・燃料等養殖コストの上昇等の影響により、市場に供給さ

れる鮮魚は制限されており、小売店等では品薄となる地域も生じています。また、７月から９月にかけては海水

温の上昇が続いたことで、海面養殖業者の多くが制限給餌を実施しており、生育・成長の遅れが懸念されていま

す。特にハマチ・カンパチ類については在池尾数が少ないとの報告があり、供給ひっ迫と養殖コスト上昇が重

なって浜値が高騰しつつあります。

養魚用配合飼料の主要原料となる魚粉は、国内で流通品の相場が下がったことで当社を含めた各配合飼料メー

カーは７月に魚類飼料の値下げの価格改定を実施いたしました。しかし、燃料費や資材費、輸送費といった生産

コストは高止まりの状況が継続しており、コストダウンと付加価値の高い製品群の販売拡大などによる利益確保

に取り組んでまいりました。

エビ飼料類は、大手販売先でのシェア率アップや南米向け輸出の増加があったものの、現金取引になった大手

販売先で販売量が大幅に減少したことから、前年同期を下回りました。ハマチ飼料類は、販売先の養殖在池尾数

が少なかったことや高水温対策の制限給餌の影響などにより、自社製品・受託製品ともに販売数量が減少し、前

年同期を下回りました。ヒラメ・マダイ飼料類は、赤潮による餌止めの影響はなかったものの、高水温対策の制

限給餌の影響などにより販売数量が減少したことから、前年同期を下回りました。

鮮魚販売事業は、養殖コストの上昇による産地価格の上昇と、夏場の高水温による成長不良等により小売店向

け商材の販売量が減少したことから、前年同期を下回りました。

クルマエビ養殖事業は、販売単価は上昇したものの、前期からの繰越在庫での斃死発生が想定よりも多く、在

池尾数が減少したことで出荷数量も減少したことから、前年同期を下回りました。

魚類養殖事業は、出荷時の平均魚体重が増加したことで出荷総重量が増加し、沖縄県外向けの出荷が増えたこ

とで平均単価も上がったことから、前年同期を上回りました。

その結果、売上高は39億68百万円（前年同期比12.1％減）、セグメント利益は４億61百万円（前年同期比

66.3％増）となりました。
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②食品事業

食品事業におきましては、食品小売価格が上昇基調にある中、量販店を中心にＰＢ商品の拡充や販売価格・

パッケージ・ブランド別の差別化を通じた競争力強化の動きが見られています。また、インバウンド需要は回復

傾向にあり、さらに加工食品・農産品の海外向け輸出も活発に推移しました。

麺類の主原料である小麦粉の価格は依然として高止まりしており、パーム油価格も前年同期比で10％以上上昇

しています。販売店向けの拡販競争は引き続き厳しい状況が見込まれることから、生産効率の改善によるコスト

削減や、付加価値の高い商品の開発・販売拡大などを通じて、利益の確保に取り組んでまいりました。

即席麺類は、価格改定の影響によりＰＢ商品の販売が減少したことから、前年同期を下回りました。乾麺類

（うどん・そうめん等）は、価格改定や終売の影響による販売数量の減少があり、前年同期を下回りました。皿

うどん類は、既存取引先への拡販が順調に進み、新規採用もあったことから、自社商品・ＰＢ商品ともに販売数

量が増加し、前年同期を上回りました。ラーメン類は、自社商品・海外向けＰＢ商品の販売が減少し、前年同期

を下回りました。

カレールー・シチュールー類は、量販店への新規導入や、メディアで紹介された商品の増販が継続したことか

ら、前年同期を上回りました。

穀粉類は、海外向け業務用製品は減少したものの、大手量販店向けの新規採用や複数の取引先で企画商品の採

用があったことから、前年同期を上回りました。

かき揚げ類は、昨年度より販売を開始した新商品や高齢者施設給食向けの受注は順調に推移しましたが、原料

となる白エビの不漁により共同購入事業者向け受注の数量を制限したことから、前年同期を下回りました。

その結果、売上高は27億43百万円（前年同期比2.8％減）、セグメント損失は73百万円（前年同期はセグメント

利益71百万円）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ２億12百万円増加し144億39百万円となりました。こ

れは、主として現金及び預金が１億56百万円減少、受取手形及び売掛金が７億34百万円増加、仕掛品が２億６百万

円減少、原材料及び貯蔵品が１億３百万円減少したことなどによるものです。

負債は、前連結会計年度末と比べ１億39百万円増加し92億31百万円となりました。これは、主として買掛金が５

億48百万円増加、短期借入金が４億65百万円減少、長期借入金が１億円増加したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比べ73百万円増加し52億７百万円となりました。これは、主として利益剰余金が

23百万円増加、その他有価証券評価差額金が40百万円増加したことなどによるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年同期と比べ15百万円減少

し11億84百万円となりました。

当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によって得られた資金は、10百万円（前年同期は５億58百万円の支出）

となりました。

主な要因は、税金等調整前中間純利益の増加２億17百万円、売上債権の増減額の減少68百万円、棚卸資産の増

減額の減少65百万円、仕入債務の増減額の増加４億４百万円、法人税等の支払額の減少35百万円などによるもの

です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動によって得られた資金は、２億36百万円（前年同期は１億69百万円の支

出）となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得による支出の増加１億42百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却

による収入５億43百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によって支出した資金は、４億10百万円（前年同期は７億51百万円の収

入）となりました。

主な要因は、短期借入金の増減額の減少11億50百万円、長期借入れによる収入５億円、長期借入金の返済によ
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る支出の増加４億97百万円などによるものです。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

前事業年度の有価証券報告書に記載のとおり、引き続き「コンプライアンス経営」、「品質・安全の追求」、

「研究開発の強化」、「海外市場の開拓」に取り組んでまいります。

 

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間のグループ全体の研究開発費の総額は１億７百万円であります。なお、当中間連結会計期間

において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

子会社株式の譲渡

当社は、2025年４月21日開催の取締役会において、連結子会社であるマリンテック株式会社（以下「マリンテッ

ク」という）の株式の一部を譲渡することを決議し、2025年４月22日付で株式譲渡契約を締結し、同日付で株式を

譲渡いたしました。これにより、マリンテックは当社の連結子会社から除外されることとなりました。

 
(1)　株式譲渡の理由

当社は、2011年1月にマリンテック（旧社名　日清マリンテック株式会社）を連結子会社化し、同社の経営の安

定化と事業の成長及び当社事業とのシナジー効果を発揮する取組みを進めてまいりました。

その結果、マリンテックの経営は安定化の見通しとなり、当社は、同社事業の更なる成長と当社グループの主

要セグメントの一つである水産事業の事業再編について協議・検討を重ねてまいりました。こうしたなか、譲渡

相手先が考えるシナジー効果や経営ノウハウが、マリンテックの企業価値の更なる向上と水産業界の発展に資す

るものと判断し本件譲渡を実施することといたしました。

 
(2)　株式譲渡の相手先の名称

当事者間の守秘義務と譲渡相手先の強い要望により非開示とさせていただきます。

 
(3)　株式譲渡日

2025年４月22日

 
(4)　当該子会社の概要

　① 名称　　　マリンテック株式会社

　② 事業内容　魚介類種苗の生産及び養魚用栄養強化剤の製造販売

 
(5)　譲渡した株式の数、譲渡後の持分比率、譲渡価額及び譲渡損益 

　① 譲渡した株式の数 43,068株

　② 譲渡後の持分比率 3％

　③ 譲渡価額 　　　　当事者間の守秘義務と譲渡相手先の強い要望により非開示とさせていただきます。

④ 譲渡損益　　　　　本株式譲渡により、当中間連結会計期間において、関係会社株式売却益として210百万

円の特別利益を計上いたしました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,900,000

計 17,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,746,000 4,746,000 福岡証券取引所
単元株式数は

100株であります。

計 4,746,000 4,746,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2025年４月１日～
2025年９月30日

― 4,746 ― 603 ― 393
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(5) 【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東     勤 鹿児島県日置市 597 15.07

東     実 横浜市鶴見区 558 14.08

有限会社ヒガシマル開発 鹿児島県日置市伊集院町徳重28番地 427 10.77

ヒガシマル共栄会 鹿児島県日置市伊集院町猪鹿倉20番地 395 9.96

株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号 165 4.16

東 吉太郎 鹿児島県日置市 158 3.98

東   久江 鹿児島県日置市 140 3.53

鹿児島ビル不動産株式会社 鹿児島県鹿児島市名山町１番３号 91 2.29

ヒガシマル従業員持株会 鹿児島県日置市伊集院町猪鹿倉20番地 83 2.10

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 57 1.43

計 ― 2,672 67.40
 

（注）上記のほか当社保有の自己株式781千株があります。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 781,800
 

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,964,000
 

39,640 ―

単元未満株式 普通株式 200
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 4,746,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,640 ―
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② 【自己株式等】

  2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヒガシマル

鹿児島県日置市伊集院町
猪鹿倉20番地

781,800 － 781,800 16.47

計 ― 781,800 － 781,800 16.47
 

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,638 1,481

  受取手形及び売掛金 1,947 2,681

  商品及び製品 822 820

  仕掛品 398 191

  原材料及び貯蔵品 1,837 1,734

  その他 122 121

  貸倒引当金 △10 △11

  流動資産合計 6,756 7,018

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,182 2,029

   土地 2,216 2,204

   その他（純額） 1,596 1,682

   有形固定資産合計 5,995 5,916

  無形固定資産   

   のれん 28 19

   その他 31 35

   無形固定資産合計 59 54

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 1,458 1,452

   貸倒引当金 △43 △2

   投資その他の資産合計 1,414 1,449

  固定資産合計 7,470 7,421

 資産合計 14,226 14,439
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 579 1,127

  短期借入金 3,796 3,331

  未払法人税等 79 326

  賞与引当金 184 173

  その他 773 651

  流動負債合計 5,413 5,611

 固定負債   

  長期借入金 2,355 2,455

  役員退職慰労引当金 54 28

  退職給付に係る負債 80 48

  その他 1,187 1,087

  固定負債合計 3,678 3,620

 負債合計 9,091 9,231

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 603 603

  資本剰余金 430 429

  利益剰余金 4,719 4,743

  自己株式 △865 △855

  株主資本合計 4,888 4,921

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 246 286

  その他の包括利益累計額合計 246 286

 純資産合計 5,134 5,207

負債純資産合計 14,226 14,439
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 7,335 6,711

売上原価 6,001 5,343

売上総利益 1,334 1,367

販売費及び一般管理費   

 運賃諸掛 305 283

 貸倒引当金繰入額 - 2

 給料及び賞与 250 251

 賞与引当金繰入額 60 60

 退職給付費用 11 12

 役員退職慰労引当金繰入額 4 3

 その他 532 550

 販売費及び一般管理費合計 1,164 1,163

営業利益 169 204

営業外収益   

 受取利息 2 3

 受取配当金 11 9

 デリバティブ評価益 - 5

 補助金収入 6 13

 雑収入 53 26

 営業外収益合計 74 59

営業外費用   

 支払利息 24 31

 為替差損 2 0

 デリバティブ評価損 1 -

 雑損失 2 10

 営業外費用合計 30 42

経常利益 213 220

特別利益   

 関係会社株式売却益 - 210

 特別利益合計 - 210

税金等調整前中間純利益 213 430

法人税、住民税及び事業税 108 316

法人税等調整額 △52 30

法人税等合計 55 346

中間純利益 157 83

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 157 83
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 157 83

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △91 40

 その他の包括利益合計 △91 40

中間包括利益 66 124

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 66 124

 非支配株主に係る中間包括利益 - -
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 213 430

 減価償却費 216 209

 のれん償却額 9 9

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 2

 賞与引当金の増減額（△は減少） △0 3

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 3

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1 2

 受取利息及び受取配当金 △14 △13

 支払利息 24 31

 為替差損益（△は益） 0 0

 デリバティブ評価損益（△は益） 1 △5

 関係会社株式売却損益（△は益） - △210

 売上債権の増減額（△は増加） △879 △810

 棚卸資産の増減額（△は増加） △36 29

 仕入債務の増減額（△は減少） 161 565

 その他 △140 △149

 小計 △440 98

 利息及び配当金の受取額 14 13

 利息の支払額 △25 △29

 法人税等の支払額 △107 △71

 営業活動によるキャッシュ・フロー △558 10

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △189 △217

 定期預金の払戻による収入 183 211

 有形固定資産の取得による支出 △136 △278

 有形固定資産の売却による収入 - 0

 無形固定資産の取得による支出 △6 △10

 投資有価証券の取得による支出 △23 △21

 投資有価証券の売却及び償還による収入 0 0

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

- 543

 その他 2 9

 投資活動によるキャッシュ・フロー △169 236

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 1,115 △35

 長期借入れによる収入 - 500

 長期借入金の返済による支出 △279 △776

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △48 △51

 配当金の支払額 △35 △47

 財務活動によるキャッシュ・フロー 751 △410

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22 △163

現金及び現金同等物の期首残高 1,177 1,347

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,200 ※  1,184
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【注記事項】

(連結の範囲の重要な変更)

2025年４月22日付けで連結子会社であったマリンテック株式会社の株式の一部を譲渡したことにより、同社は連

結の範囲から除外されております。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 1,475百万円 1,481百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △274 △296 

現金及び現金同等物 1,200 1,184 
 

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 35 9 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月20日
定時株主総会

普通株式 47 12 2025年３月31日 2025年６月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額 (注)２水産事業 食品事業

売上高      

水産飼料類 3,358 － 3,358 － 3,358

養殖魚類 1,153 － 1,153 － 1,153

乾麺・即席麺類 － 1,375 1,375 － 1,375

カレールー・シチュールー類 － 830 830 － 830

穀粉類 － 339 339 － 339

かき揚げ類 － 277 277 － 277

　顧客との契約から生じる収益 4,512 2,822 7,335 － 7,335

　外部顧客への売上高 4,512 2,822 7,335 － 7,335

セグメント利益 277 71 349 △136 213
 

(注) １ セグメント利益の調整額△136百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用等であり、提出会社の管

理部門に係る販売費及び一般管理費143百万円、営業外収益23百万円、営業外費用15百万円であります。

２ セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額 (注)２水産事業 食品事業

売上高      

水産飼料類 3,238 － 3,238 － 3,238

養殖魚類 729 － 729 － 729

乾麺・即席麺類 － 1,158 1,158 － 1,158

カレールー・シチュールー類 － 977 977 － 977

穀粉類 － 364 364 － 364

かき揚げ類 － 242 242 － 242

　顧客との契約から生じる収益 3,968 2,743 6,711 － 6,711

　外部顧客への売上高 3,968 2,743 6,711 － 6,711

セグメント利益又は損失（△） 461 △73 388 △167 220
 

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△167百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用等であ

り、提出会社の管理部門に係る販売費及び一般管理費167百万円、営業外収益21百万円、営業外費用21百万

円であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
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　該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

子会社株式の譲渡

(1)　株式譲渡の概要

① 株式譲渡先の名称

当事者間の守秘義務と譲渡相手先の強い要望により非開示とさせていただきます。

② 株式譲渡した子会社の名称及び事業内容

名称　　　マリンテック株式会社

事業内容　魚介類種苗の生産及び養魚用栄養強化剤の製造販売

③ 株式譲渡の理由

当社は、2011年1月にマリンテック（旧社名　日清マリンテック株式会社）を連結子会社化し、同社の経営の

安定化と事業の成長及び当社事業とのシナジー効果を発揮する取組みを進めてまいりました。

その結果、マリンテックの経営は安定化の見通しとなり、当社は、同社事業の更なる成長と当社グループの

主要セグメントの一つである水産事業の事業再編について協議・検討を重ねてまいりました。こうしたなか、

譲渡相手先が考えるシナジー効果や経営ノウハウが、マリンテックの企業価値の更なる向上と水産業界の発展

の資するものと判断し本件譲渡を実施することといたしました。

④ 株式譲渡日

2025年4月22日

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金とする株式譲渡

 
(2)　実施した会計処理の概要

① 譲渡損益の金額

関係会社株式売却益　210百万円

② 譲渡した子会社に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 464百万円

固定資産 154百万円

資産合計 618百万円

流動負債 64百万円

固定負債 111百万円

負債合計 175百万円
 

 
③ 会計処理

譲渡した株式の連結上の帳簿価額と譲渡価額との差額を「関係会社株式売却益」として特別利益に計上して

おります。

 
(3)　株式譲渡した子会社が含まれていた報告セグメント

水産事業

 
(4)　中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている譲渡した子会社に係る損益の概算額

当中間連結会計期間の期首をみなし株式譲渡日として株式譲渡を行っており、当中間連結会計期間の中間連

結損益計算書には譲渡した子会社に係る損益は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ヒガシマル(E00502)

半期報告書

17/22



 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 39円95銭 21円14銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 157 83

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
(百万円)

157 83

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,949 3,958
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月11日

株 式 会 社 ヒ ガ シ マ ル

取 締 役 会   御 中
 

 

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

　 福 岡 事 務 所
 

 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 荒　牧　　秀　樹  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田　中　　晋　介  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒガシマ

ルの2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヒガシマル及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注) １ 上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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